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オー ス トラ リアの産業
一一 農 業 ,鉱 業,製 造 業,小 売 業 を中心 と して 一
丹 野 勲
は じ め に
オース トラリアの産業構造 を考察する場合,以 下の視点が重要である。
第1は,羊 毛,食 肉,穀 物 といった農業 ・牧羊製品,お よび天然資源など
の一次産品の輸出の比重が高いことである。1988-89年度の統計 によるとy
オース トラ リアの輸出額の66.3%が一次産品で占められている。オース トラ
リアは,巨 大な農業,資 源輸出国である。一次産品は,不 安定な商品市場 に
左右 されるため,オ ース トラリア経済 には,脆 弱な構造が内存 している。
第2はsオ ース トラリアの第2次 産業,特 に工業製品の国際競争力が弱い
ことである。オース トラリアの工業部門は,輸 入代替的な国内市場志向型で
あ り,そ の多 くは外資系企業である。政府の保護主義的政策,国 内市場 の狭
小,労 働賃金 ・条件の硬直性,高 金利政策等により,オ ース トラリアの工業
製品の国際競争力は,最 近 とみに弱 まっている。
第3は,オ ース トラリアの産業構造を雇用者数,所 得か ら見 ると,第3次
産業 ・サー ビス業の比重が高いことである。流通,金 融,運 輸,通 信等の産
業に巨大企業が存在 している。 これ らのサービス産業の中には,公 営企業 も
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多 く見 られる。
本稿では,オ ース トラリアの産業の中で重要であると考えられる農業 ・鉱
業,製 造業,小 売業に関 して研究す る。
1)
第1章 オ ース トラ リアの農 業 ・鉱業
1.オ ース トラ リアの農 業
(1)歴 史
オース トラ リアの農業 は,1788年,最初 の入植 者が オース トラ リアに到着
した ときか ら始 まった。最初 の成功 した農場 は,1793年シ ドニーの西 のパ ラ
マ ッタ(Parramatta)に作 られ た ジ ョン ・マ ッカーサー ・エ リザベ ス農場
(JohnMacathur・sElizabethFarm)であ る。 マ ツカーサー は・農業 の改 良
に努力 し,植 民地第1の モデル農場 に育 て上 げた。彼 の妻 の名 を とったエ リ
ザベ ス農場 は,1800年まで に,葡 萄園,果 樹 園,野 菜畑,穀 物畑 を作 り,豚,
牛,鶏 の飼育 をも行 な った。 また,マ ッカーサー はメ リノ種 の羊 をオース ト
ラ リアで最初 に飼育 し,羊 毛 を生産 した入植地 の先駆者 で もあった。
その後,小 麦が,南 オース トラ リアで大規模 に栽培 され,1840年代 か ら,
南 オース トラ リア州 は最大 の小 麦生産州 となった。放 牧産業 は,ク イー ンズ
ラ ン ド州 とニ ューサ ウスウ ェールズ州 の西部地域 の主要な産業 として発達 し
た。現在 で は,オ ース トラ リア は,牛 ・羊肉生産 国 として世界 の トップ3国
の_つ で あ る。酪 農業 は,南 一 東海岸 を中心 として発達 した。 さ とう きび は・
北 ニ ューサ ウス ウェールズ州 か ら北 クイー ンズラ ン ド州 まで の東海 岸 を中心
に栽培 され てい る。
オース トラ リアの重 要な農業 ・牧羊産業 の生産物 は,穀 物(そ の多 くは小
麦),羊 ・牛 肉,酪 農 品,羊 毛,砂 糖,は ちみつ,フ ルー ツ,ワ イ ンであ る。
歴史的 に,農 業生産品 は,オ ース トラ リアの輸 出の大 多数 を占めていた。
1950年代末 まで,農 業部 門か らの輸 出 の割合 は,80%以 上 を占めていた。最
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近で はその比重 が低下 して きて いる。 これ は,農 業生産 の生産量 が低 下 して
い るためで はな く,鉱 業や製造業 の輸 出の著 しい増大 の ためであ る
。
農業地帯 は,オ ース トラ リア大 陸 の60%強を占めてお り,残 りの地域 の大
多数 を占める未使 用 の土地(多 くは砂漠)刎 まか は都 市部,森 林,鉱 物地帯




オース トラ リアの主要 な穀物作物 は,小 麦,大 麦,オ ー ト麦,モ ロコシ,
とうもろこし,米,ラ イ麦,キ ビで ある。小麦 は,オ ース トラ リアのすべ て
の州 で産 出 され,小 麦 は生産 と輸 出において最 も重 要 な穀物 であ る
。
1788年,小麦 はフ ァーム ・コー プ(FarmCove),現 在 の シ ドニ ーボ トミ
ックガ ーデ ンで最初 に栽培 された。 しか し,1820年代 まで小麦栽培 は拡 が ら
なか った。 ビク トリア州 と南オ ース トラ リア州 は,1830年代 に小 麦栽培 が始
まったが,タ スマニアが最 も普及 した。 タスマニ ア は,気 候が英 国小麦 に適
してい たか らで ある。1900年代初頭 にな る と,小 麦栽培 が鉄道 の発 達,肥 料
の使 用,新 しい農業 技術 と方法 の導 入 と共 に拡 が っ た。 ウ ィ リア ム.フ ェ
ラ0(WiliamFarrer)は,オ ・一ス トラ リアの気 候 に最 も適 したHardier
Wheatを導入 し,1950年代 を通 して小麦産業 は成長 し拡大 した
。
現在,オ ース トラ リア は世界 で3番 目の小 麦輸 出国 であ る。約15百万 トン
が一年 に輸 出 され,そ れ はオ ース トラ リアの穀物 の85%である。1988/89年
度 は,1.9百万 トンが エ ジプ トに,1。5百万 トンは中国 に,1.5百万 トンはイ
ラン,イ ラクに,百 万 トンはイ ン ドと日本 に輸 出 され た。小麦産業 は,1988
年 には8,275百万 ドルの生産量 で あ る。小 麦 の約80%は,パ ンに使 われ,こ
の市場 は,専 門化 されて きてい る。
オース トラ リアの小麦 を管理 ・統制 してい る政府機 関 としてオー ス トラ リ
ア小麦委員会(TheAustralianWheatBoard:AWD)があ る。 オ_ス トラ
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リア小麦委員会 は,小 麦 ・小 麦生産物 の購 入,1売却,処 分 を目的 に1939年6
月 に設 立 され,国 内 と海 外で の小麦 の売買 に対 して,法 的権限 を有 してい る。
(b)米
オー ズ トラ リアで は,米 は1924-25年にニ ューサ ウスウェール ズ州で最初
に栽培 され た。現在 オース トラ リアの米 の約97%は,ニ ューサ ウス ウェール
ズ州 で生産 されてい る。 その ほか,ク インズラ ン ド州で も若干生産 している。
著 者 は,オ ー ス トラ リア滞在 中に,オ ース トラ リアの米 を試食 したが,日
本 の米 と味 の点 で遜色 ない もので あった。 オー ス トラ リア の米 の市場価格 は,
日本 の約5分 の1程 度 と安価 で ある。
⑧ 食肉,酪 農製品
(a)食 肉
オー ス トラ リアで は,食 肉 として,牛 肉,羊 肉,豚 肉,鳥 肉が生産 されて
い るが,最 も生産量 が多 いの は牛 肉であ る。 オース トラ リア の牛 肉生産 はす
べての州 で行 われてお り,生 産量 の半分以上が輸 出されてい る。 図表1は,
オ_ス トラ リアの主要 な食 肉の生産量 と輸 出の推移 を見た もので ある。
表1オ ース トラリアの主要な食肉の生産量 と輸出


















肉 牛 の 数 は,干 ば つ と洪 水 に大 き く影 響 を 受 け る。1970年代 に は,肉 牛 が
約9百 万 頭 減 る とい う長 い 干 ば つ が あ っ た 。 オ ー ス トラ リア 肉 牛 は,シ ョー
トホ ー ン種,ヘ レ フ ォ ー ド種,ア バ ー デ ィ ン種,ア ン ガ ス 種,デ ボ ン種 な ど
の 血 統 を混 合 さ せ た もの で あ る 。 オ ー ス トラ リ ア は,一 人 あ た りの食 肉 消 費
量 は世 界 で5番 目 の 国 で,年 間77.1キロ グ ラ ム 消 費 す る 。 西 ドイ ツ は,世 界
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最高 の消費量 で,一 人 当 た り91.8キログラムであ る。
オー ス トラ リア食 肉 ・畜産会社(AustraliaMeatandLivestockCorpo・
ration=AMLC)が,オー ス トラ リア の食 肉 ・家畜 の 国 内 消費 と販売 ・輸 出
の促進 を目的 として,1977年12月に政府 に よ り設立 された。 この会社 は,日
本 の消費者 に対 しオース トラ リア ビー フの宣伝 キ ャンペ ー ンを も行 って いる。
オー ス トラ リア食肉 ・畜産会社 の主要な機能 は次 の とお りであ る。
1.オ ース トラ リアでの食 肉 と家畜 の生産 改善。
2.オ ース トラ リア肉 の消費 とセールスの促進 と奨励。 オー ス トラ リア国
内 と海外へ の家畜 の販 売。
3.オ ース トラ リアか らの食 肉 と家畜 の輸 出 の奨励 ,支 援,促 進,統 制。
(b)酪 農
オース トラ リアの酪農 は,19世紀か ら農村 の主要 な産業 で あった。特 に牧
羊業が ひ どい打撃 を受 けた1930年代 の大恐慌 に,酪 農業 は急速 に拡 が った。
オー ス トラ リア は,規 模 が大 き く,酪 農技術 の改善 のため大変効率 的な酪農
経 営 を行 っている。
ビク トリア州 は,オ ー ス トラ リアの全体 の ミル ク生産 の約60%を 占めてお
り,オ ース トラ リア最 大の乳牛生産 州で あ る。 オース トラ リア は,世 界 の ミ
ル クの2%弱 を生産 してお り,オ ース トラ リアの酪農品 の輸 出量 は,酪 農品
での世 界貿 易 の7%を 占めてい る。
酪農製 品 の約30%が液体 ミル クの形 で消費 され,オ ー ス トラ リアの一人 当
た りの年間 ミル ク消費量 は100リッ トルで あ る。 最近 の消 費者 の健 康指 向 か
ら,ミ ル クの多 くは低脂肪 やス キム ミル クの形 で売 られてい る。
㈲ 羊 毛
オー ス トラ リアで の最初 の羊 は,1788年にオー ス トラ リアへ の最初 の移民
船 団 に よ っ て導 入 され た。 この羊 は,ケ ー プ ・フ ァ ッツ種(CapeFat
Tails)といい,毛 深 い羊毛 と太 った尻尾 を もっていて食 肉 として は適 して
いたが,ウ ール生産 には向か ない品種 で あった。18世紀 の終 わ りにメ リノ種
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が南 ア フ リカか ら導入 された。 このメ リノ羊 は,ス ペ イ ンメ リノの子孫 であ
り,マ ッカーサー(JohnMacarthur)を含 む植 民地 の土地所有 者 に対 して
南 ア フ リカ統 治者 の妻 が売 った もので ある。
マ ッカーサー は,オ ース トラ リアで の羊毛生産 のパ イオニアであ る。 マ ッ
カーサー は,イ ギ リス本 国 の植民 地大 臣 ロー ド ・キ ャムデ ン(LordCam-
den)から下付地 を授 け られ,キ ャム デ ン牧場 で メ リノ種 の羊 を飼育 した。
マ ッカーサー は,1807年に英 国 に対 して最 初 のウール を輸 出 した。 この牧場
で生産 された メ リノ種 の羊毛 は,品 質 の点 において も価格 の点 において も,
国際的市場 で十分 競争で きるものであった。
1822年まで ドイツのウールが マーケ ッ トの リー ダーであ ったが,し だい に
ドイツの ウール輸 出 は減少 し,オ ース トラ リアがマー ケ ッ トの リー ダー とな
った。1830年代初 めか ら約20年間,羊 毛がオー ス トラ リア最大 の輸 出品 とな
った。
1840年初頭,ウ ール価格 は下降 し,深 刻 な干 ばつがあ った。 オース トラ リ
アの牧羊業者 は,1851年オース トラ リアで金 が発 見 されて大 きな影響 を受 け
た。牧場 の羊飼 い,雇 い人 の多 くが金捜 しの ため職 を離 れてい った。牧 羊 に
従事 す る人 口が減 った ことは,か えって牧場経 営の効 率性 を高 めた。 ゴール
ドラッシュによる人 口の急増 は,国 内羊毛需要 の拡大 を もた らした。
羊毛産 業の歴史 のなかで最悪 の不況 は1929年か ら始 ま り}約10年間続 いた。
ウール以外 の商品 の価格 も ドラマチ ックに下 が ったが,オ ース トラ リアの最
大 の輸 出品 であったウールの価格 は半分 にな った。 それ は,1930年初頭 の世
界的 な経済恐慌 のためであ る。1929年の恐慌 以前 で はオー ス トラ リアの輸 出
所得 の約半分 は羊毛 で あったが,1930年初 頭で は3分 の1に 減少 した。
今 日,オ ー ス トラ リアの羊 の約75%以上が,メ リノ種で あ る。他 の種 の多
くは,食 肉生産 のためにイギ リスで生 まれた種 をメ リノ種 に交配 した混血種
で ある。
オ ース トラ リア は世界 で最大 のアパ レル ウール の供給者 で ある。世 界の ウ
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一ルの4分 の1以 上 を生産 し,メ リノ ウールで は約 半分 を生産 してい る。 オ
._....ストラ リア は,170百万頭以上 の羊 がい る(一 人当 た り約11頭とな る)。し
か し,専 門家 の間 で は,こ の羊の数 はか な り過剰 であ る と感 じて いる。オ ー
ス トラ リアの羊 の約40%は,NSW州 で ある。
現在,ウ ール生産 の約95%が輸 出 され,オ ース トラ リアの輸 出所得 の10%
以上 を稼 いでい る。1989-90年度 の ウール輸 出 は60億ドルで ある。
オ ース トラ リア ・ウール公社(TheAustralianWoolCorporation)が,
牧羊業者 の所得 を増大 させ,利 益 を安定 的 に維持す るため1973年に設立 され
た。 オース トラ リア ・ウール公社 は,ウ ールの市場 開拓 や販 売促進 を行 い,
また ウールの研究 開発 の ため資金 を も提供 す る。公社 の基金 は,牧 羊業者 に
自 ら果 た された税金 によってい る。公社 は,ウ ール に対 す る基本 最低価 格 を
決 め,オ ー ス トラ リアで行 われ る通 常 のレギュラー ウールオー クシ ョンの価
格 が最低価格 に到達 しない ウール について は公社 が購入 し,後 に価格 がふ た
たび上昇 した ときに売却す るとい う価格安定策 を行 っている。
⑤ 砂 糖
1788年,さとうきび はオース トラ リアで の最初 の移民船 団 によって もた ら
され た。最初 に成功 したプ ランテー シ ョンは,NSW州 の ポー ト ・マ ッコー
リー(PortMacquarie)で1321年に作 られ たが,10年後 に閉鎖 した。QLD
州 で最初 にさ とうきび収穫 が行われ たの はブ リスベ ンで,1862年で あった。
QLD州 の さ とう きび産業 は1860年代後 半 に成 立 した。1830年代 の終 わ りに
最初 の砂糖 精製所が オース トラ リア砂糖 会社 に よって建設 され,1855年,植
民地砂糖精 製会社(TheColonialSugarRefiningCompany;CSR)によっ
て買収 され た。現在,CSR社 は,オ ー ス トラ リアの 主要 な砂糖 精 製会 社 の
一・つであ る。
現在,オ ース トラ リアの さ とうきび は,NSW州 北部 マ ク リー・ンか らク ィ
0ン ズ ラ ン ド州 のモ スマ ン までの2,100キロメー トル にわ た る東海 岸沿岸 地
域 で多 くが栽培 され て いる。 さ とうきび生 産量 の95%は,QLD州 で あ る。
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1989年の さ とうきび の栽培面積 は,2,100平方 キ ロメー トルで あ る。 オー ス
トラ リアの さ とうきび農家 は,機 械化 が進 んでお り,世 界 で最 も効率 的経 営
が されてい る。
連邦 とQLD州 政府 は,砂 糖 の栽 培,精 製,マ ー ケテ ィ ング,輸 出 をコ ン
トロール してい る。QLD州 政府 は,オ ー ス トラ リアの主要 な砂糖 製造 会社
で あ るCSR社 とミラクイン社(MillaquinSugarCompany)との間で・精
製,国 内 の販売 と流通 に関す る契 約 を結 んで お り,ま た,CSR社 との間で
輸 出マー ケテ ィングに関す る契約 を結 んでい る。
オー ス トラ リア は,世 界で最大 の さ とうきび製造 と輸 出国の一 つであ る。
1989年に は24百万 トンを生産 し,そ の75%を輸 出 してい る。 オー ス トラ リア
の砂 糖 の約4分 の1は 国内市場 で あ り,そ の残 りは原料 の形 の砂 糖(raw
bulksugar)として輸 出 され る。オー ス トラ リア砂糖 の主要 な輸 出国 は,ア
ジア諸 国で ある。
(6)フルーツ
オース トラ リアで は,多 種多様 な フルー ツが生産 されて いる。 各州 は,州
の気候 に適合 した フル ーツ を生産 して い る。例 えばsQLD州 で は・ トロ ピ
カル フルー ツ,タ スマニ ア州 は りんご とベ リー といった ところで あ る。 フル
ー ツの生産額 を見 る と,り ん ご,オ レ ンジ,バ ナナ,西 洋梨 が多 い。
フルー ツの輸 出 は,過 去数年間 かな り増加 してお り,生 産額 の約4分 の1
が輸 出 されてい る。特 にi近 年,天 然生 ジュース の輸 出が増加 してい る。
りん ご と梨 につ いて は,オ ー ス トラ リア ・りん ご ・梨 会社(TheAus-
traliaAppleandPearCorporation)が,オース トラ リアの りん ごと梨 の輸
出 の促進 と統制機能,お よび国 内の流通促進機能 を担 ってい る。缶詰 フルー
ツについて は,オ ース トラ リア缶詰 フルー ツ会社(TheAustralianFruits
Corporation)がオース トラ リア国 内の流通 と海 外へ の輸 出に関 す る機能 を
担 ってい る。
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σ)葡 萄 とワイン
オー ス トラ リアのフルーツ産業 の なかで,ワ イ ン製造産業 は重要 であ る。
ワイ ン生産 で は,NSW州 のハ ンターバ レー(HunterValley),SA州のバ
ロ ッサバ レー(BarossaValley)が有名 であ る。葡 萄 は,す べ ての州 で栽
培 されて いる。
初代総督 アーサー ・フ ィ リップ卿 は,フ ァームケーブ(現 在 の シ ドニー に
あ るロイヤルボ トミックガーデ ン)に オー ス トラ リアに初 めてぶ どうの木 を
植 えた。 しか し,海 風 と余 りに も肥 えた土地 は,良 い ワイ ンぶ どうを生 まな
か った。 その後,ジ ェー ムス ・バ ス ビー(JamesBusby)は,ハンターバ
レーにぶ どうの木 を植 えた。1852年まで に,こ こで は毎 年270,000リッター
の ワイ ン と4,500リッター の ブラ ンデー を生産 した。 その時期,SA州 は,
まだワイ ン生産 州か らはほ ど遠か った。
1989年,オー ス トラ リア は403百万 リ ッ ター の ワイ ンを生産 し,そ の うち
39.4百万 リッター(生 産 の約9.8%)が輸 出 され た。輸 出額 は98.7百万 ドル
であ る。比較 的短期 間でオー ス トラ リアは世界 の最高級 に等 しい ワイ ン製造
技術 を発達 させ た。 オース トラ リア ・ワイ ン ・ブラ ンデー会 社(TheAus-
traliaWineBrandyCorporation)が1986年設立 され,オ ース トラ リアの ワ
イ ン輸 出 を管理 ・統制 してい る。
⑧ 綿
最初 はQLD州 で1860年代 に栽培 され,綿 の栽培 は しだいに他 の州 に拡 が
った。1920年代 まで は綿 の生産量 は少 なか ったが,政 府 が綿産 業 を補助,保
護 したため,急 速 に発 展 した。特 に,機 械化 された収穫機 や害虫 コ ン トロー
ルが この産業 を安定 させ た。1970年中期か ら,綿 産業 に対 す る投資 が拡大 し,
綿 の輸 出 は増 大 した。現在,オ ース トラ リアの綿 生産 の多 くは,QLD州 で
行 われ てい る。1988年,オース トラ リア は,177,000トンの綿 が輸 出 され,
輸 出額 は353百万 ドルで ある。
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2.オ ース トラ リアの鉱業
経済的 に重要 な鉱物 はオース トラ リアのいた る ところで発見 され る。 国内
と輸 出ニーズ に対す る十分 な鉱床 が存在 してい る。
オース トラ リアの主 要な鉱物 は,ボ0キ サイ ト,黒 炭,粘 土,銅,ダ イ ヤ
モ ン ド,金,鉄 鋼石,鉱 石,鉛,マ ンガン}天 然 ガス,ニ ッケル,塩,銀,
スズ,ウ ラニ ウム,亜 鉛で ある。オー ス トラ リアのすべ ての鉱物 の権利 は,
連邦 が持 っている。 しか し,州 や テ リトリー は,そ れ 自身 の鉱物規制 を持 ち,
鉱物 ロイヤ リテ ィー を集 めてい る。連邦 は,沿 岸 か ら3海 里以 内の沿岸 の鉱
物 の権 利 に対 して責任 を持 ってい る。 オース トラ リアの鉱物 の収入 は,企 業
税が かか らない。
1989年のオース トラ リアのGDPの 約10%は,鉱 物 か らであ る。 図表2は,
1988-89年の鉱物生産 を示 してい る。
オース トラ リア は,世 界 の リーデ ィング ダイヤモ ン ド生産 国で ある。世界
最大 の ボーキサイ ト生産 国の一 つで ある。石炭輸 出国 として世界貿 易 の25%
を占めてい る。鉄鋼 石で は,世 界第2位 の生産 国で ある。ニ ッケルで は世 界
第3位 の生産 国で ある。 金 は西側諸 国で第4位 の生産国 であ る。銅で は,世
界第9位 の生産 国で ある。
第2章 オース トラ リアの製造業
1.概 況
18世紀後期 か ら19世紀 の初頭 にか けての植民地建設 の時代,オ ース トラ リ
アの製造業 は,ま だかな り小規模 で あった。塩,パ ン,ろ うそ く,繊 維,皮,
道具,家 庭 用品 とい った生活 に基本 的 に必 要 な品 の生産 が中心 で あった。
1820年代 か ら50年にか けての時期,羊 毛産 業が主 に英国 に対 す る輸 出産業
として急速 に発 展 した。製造 業 もニ ューサ ウスウェールズ州 を中心 として発































1850年代,製 造 業 は急速 に発達 したが,人 々 はゴール ドラ ッシ ュに誘 われ,
製造業 の多 くが崩壊 した。1890年代,大 きな不況 があ り,海 外 との競 争 を排
除 し,国 内で作 られ た商 品 を保 護す るため関税 が導入 された。第1次 大戦 は,
鉄,繊 維,電 気製 品,木 材産 業 を発達 させ た。 この時期,こ れ らの商 品 は輸
入 で きに くかったか らで ある。第2次 大戦 の時期,オ ース トラ リア は機械,
航 空機,造 船等 の軍需産業 の発 展 を経験 した。
現在,製 造 業 は100万人以 上 の雇 用者 を持 ち,1989年の製造 業生 産 額 は,
約1,340億ドル で ある。オ ース トラ リアの製造 業 は,高 金利,国 内市場 の狭




オース トラ リアの製造 業 に対 す る保 護主義政 策 は長 い歴史 を持 っている。
オ ー ス トラ リア で 最 初 の保 護i主義 的 連 邦 関 税 は,1908年の リ ン 関 税
(Lilletariff)であ る と言われ て いる。 リン関税 は関税 を課 たす品 目を2倍
に し,連 邦 の関税収 入 は3倍 になった。
1921年,連邦 は,リ ン関税 の税 率 を約3分 の1引 き上 げ たグ リー ン関税
(Greentariff)を導入 した。 この関税 引 き上 げの 目的 は,鉄 鋼産 業,自 動車
組 み立 て産業 といったオース トラ リアの萌芽期 の産業 を保護 す るためで ある。
鉄鋼業 と自動車組 み立 て工業 の確立 によ り,第1次 大 戦 と1920年代 に採来 の
成長 と多様化 への基盤 をます ます強固 に した。 また,連 邦 は,1921年に独 立
の諮 問機 関 として関税委 員 会(TariffBoard)を創 設 した。海 外 の生産 コ
ス トの低下 と戦後 の ブーム の終 焉 とい う状 況 の中で,連 邦 は1920年代 中期 に
さらに関税率 を引 き上 げた。 この引 き上 げに対 して,初 めの うち は農牧業者
の抵抗 が あった。製造 業 に対 す る関税 に よる保護主義 は,オ ース トラ リア経
済 に生 ず る生産費 の上昇 に よる負担が,結 局農牧業者 にふ りかか る と主張 し
たので ある。 この ような抗議 に応 じて,地 方税(CountryParty)の賛 成 で,
砂糖,ぶ どう,バ ター,チ ーズ といった特定 の農産物 に対 す る保証価格制度
が生 まれ,な んで も保 護(protectionallround)とな った。特 に,バ ター
につ いて は,ニ ュージーラ ン ド,ア メ リカ,ヨ ー ロッパ諸 国のバ ター と有利
に競争 させ るため,バ ターの国内販売価格 を上 げて実質価格 と協定価格 との
差額 を酪農製 品輸 出業者 への助成金 に あて る政策 を実施 した。
1930年に は,世 界 的不況 の勃発 による国内失業対策 のため,い っそ うの保
護主義政策 であ るスカ リン関税(Scullintariff)が導入 され た。 スカ リン関
税 は,今 まで以上 に関税率 を広範 囲 に引 き上 げ,一一部 の品 目について は輸 入
数量制 限や輸入禁止 の措 置が とられた。 さ らに,1931年に は豪州 ポ ン ドは英
国ポ ン ドに対 して25%切 り下 げ られ る通貨交換 レー トの変更が行 われ た。















た。1937年の国産 車 の国 内調達率 は43～50%であった とされ ている。
図表3は1909年か ら40年までのオース トラ リアの工業製品 に対 す る輸入 関
税率 の平均 の推移 を表わ した ものであ る。
第2次 大戦後 も引 き続 き高関税率 に よる保護 主義 的政策 を継 続 した。保護
関税対象輸入 品の関税率 はi1949年の26%弱か ら63年には約32%へ と上昇 し
てい る。
しか し,1973年に関税 を一律25%引 き下 げ る とい うオース トラ リアの産業
政策 の転 期 とな る産業保護 削減政策 が,ウ イ ッ トラム労働党政権 によ り実施
され た。 だが,繊 維,衣 料,履 物,自 動車組 立 てや部 品 とい った特定 の産 業
について は例 外 とし,保 護主義政策 を維持,強 化 した。保護 され た産 業以 外
の工業製 品 の有効保 護率(Effectiveratesofprotection)は,1974年の23%
か ら81年には14%と低下 してい るの に対 し,こ れ らの保護 された産業 の平均
は74年の45%か ら81年に は130%と著 し く上 昇 してい る。1974年か ら繊維,
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衣料,履 物,自 動車に対する輸入数量制限や,関 税割 り当て制度 といった非
関税障壁が導入 された。 このように,高 度に保護 された特定産業 に対する産
業政策の再強化が実施 された。
1980年代 にな り産業政策が保護主義か ら,よ り一層の自由主s市 場原理
主義 に転換 してい く。1983年には,労 働党がふたたび政権 を奪取 し,ボ ブ ・
ホークが首相 となった。ホー ク労働党政権 は,段 階的に保護主義を撤廃 して
い く政策を実施 した。構造調整を必要 とす る製造業について,個 別産業政策
が立案 された。83年の鉄鋼業再建計画,84年の自動車産業政策(バ トン ・プ
ラン),86年の繊維,衣料,履物産業再建7ヵ 年計画な どがある。いずれの個
別産業政策 も,保 護主義の削減 を通 じた当該産業の合理化案が中核である。
また,ホ ーク政権の 「合意 に基づ く経済運営」による産業政策のために,オ
ース トラリア製造業協議会(AustraliaManufacturingCounci1:AMC)が,
政府,産 業界,労 働組合の三者協議 の場 として新 たに創立された。
1980年代後半に入 って,保 護主義政策か らの決別への志向が ます ます高 ま
った。88年の経済声明では,輸 入割当制度の廃止,製 造業に対す る平均20%
の関税保護 の削減,乗 用車に対す る関税保護の削減ペースの加速化などが発
表された。
3.新 産 業 政 策
オース トラ リア政府 は,1991年3月,「競 争力 あるオ ース トラ リア を築 く
2}
ために」 と題する新産業政策 を発表 した。 この政策 は関税保護 を大幅 に削減
することにより国内市場の競争 を促進 させるとともに,税 負担軽減な どの追




① 一般関税率は乗用車 と繊維,衣 料,履 物を除 き,現 行の10%あるいは
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15%から93年までに0律5%に 段階的に引 き下げる。
② 乗用車 の関税率 を,バ トン ・プ ランが終了す る92年時点 の35%から
2000年には15%にまで引 き下げる。
③ 繊維 ・衣料 ・履物の関税率 は,現 行 の55%から2000年には最高で25%
まで引 き下げる。
④ 繊維 ・衣料 ・履物 に適用 されている輸入数量制限を93年3月1日 まで
に,補 助金制度 は95年7月1日 までに廃止する。
また,関 税引 き下 げ以外の ビジネス ・コス ト引 き下げのための措置 として
は,① 生産関連投入財および活動 に対する売上税(SalesTax)の免税範囲
の拡大,② 減価償却制度の簡素化な どが導入 された。
以上 のように,新 産業政策では,従 来の保護主義的政策を大転換 し,市 場
原理 を優先 したより自由競争を重視 した産業政策 を志向 している。
今回の新産業政策 では,前 述 した ように,例 外措置 として保護 された繊
維 ・衣料 ・履物,自 動車な どの産業 に対 しても,大 胆に自由化 を求めている。
(1)繊維 ・衣料 ・履物産業
オース トラリアの繊維 ・衣料 ・履物産業 は,従 来,製 造部門で最 も保護 さ
れてお り,関税割 り当て,高 率の関税,バ イ ・ロー制度,補 助金などによっ
て国際競争か ら保護 されていた。新産業政策では,輸 入割 り当て,補 助金,




③ 関税率 は,96年までに段階的に最高55%まで引 き下げる計画 を延長 し,
2000年までに最高25%までに削減する。
オース トラリア政府 は,以 上のような繊維 ・衣料 ・履物産業 に対する新産




オース トラ リアの 自動車産業 に対 しては,長 い間保護 主義政策が とられ て
きた。
オー ス トラ リアに最初 に自動車組 み立 て工業が 開始 されたの は,1920年代
で あ る。1925年に,ア メ リカの フォー ド社 がオース トラ リア に進 出 し,自 動
車組 み立 て を始 め,翌 年 の26年,ゼ ネラル ・モー ター ズ社(GM)も オー ス
トラ リアでの組 み立 て を開始 した。米 系 自動車 メー カー2社 の現地生産 の目
的 は高い輸入 関税 に対応 す るためで あった。
第2次 大戦後,オ ー ス トラ リア政府 は,自 動車産業 を よ り一.層発展 させ よ
うとした。国 内自動車産 業 を保護 ・育成 させ るため,オ ース トラ リア政府 は,
依然輸 入車 に高関税 を課 たす保護 主義 的政策 を継続 した。GM系 のオース ト
ラ リア製造会社GMフ ォールデ ン社 は,オ ー ス トラ リアで開発 した車種 フォ
0ル デ ンの生産 を開始 した。 フォー ド ・オー ス トラ リア社 も,1960年に 「フ
ァル コン』 の現地生産 を拡大 した。 クライスラー社 も,オ ース トラ リアで現
地生産 を開始 し米 系大手 自動 車 メー カー3社 が,オ ース トラ リアで,自 動車
組 み立 て を行 う体制 を確立 した。
日本 の自動車 メーカー は,1976年に 日産 自動車,1977年に トヨタ自動車 が
ともにメルボル ンで現地生産 を開始 した。1980年には,三 菱 自動車 はクライ
スラー ・オース トラ リア社 を買収 し,ア デレー ドで現地生産 を開始 した。
1988年,豪州 トヨタ とGMホ ール デ ン は合 併 しUAAI社 とな った。1992
年10月,日 産 自動車 は,オ ー ス トラ リアで の現地生産 を中止 し,工 場 を閉鎖
す る ことを決定 した。 日産 自動車 の現地生産 撤退 に よ り,オ ー ス トラ リアの
自動車 製造会社 は,フ ォー ド ・オース トラ リア,UAAI(GMホ ールデ ン と
トヨタの合併 会社),三 菱 自動車 オー ス トラ リアの3社 となっ た。 日産 の撤
退 の理 由 は,新 産業政策 に よる関税率 の段 階的引 き下 げ政策 によ り現地生産
メ リッ トが薄 れ るこ と,累 積赤字 が約5億 ドル に達す るな ど,経 営環境 の悪
化 に よる もの と見 られてい る。
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オース トラリアの自動車産業の保護主義的政策 は,84年に大転換 した。84
年,当 時 の商工技術大臣が中心 となって,『バ トン ・プラン』 と呼ばれ る自
動車産業計画が発表 された。その内容 は以下である。輸入割 り当て制 を廃止
し関税割 り当て制 に代替 し,関税率を漸減 させ る。5社 ある自動車製造会社
を3社(も し くは3グ ループ)に 整理統合 し,13あったモデル数 を6に 絞 る
よう励奨 し,規模 のメ リッ トを計 る。以上のような大胆 な自由化政策であっ
た。
今回発新 された新産業政策 も,バ トン ・プランの政策 を踏襲 し,強 化する
内容 となっている。自動車産業に対する新産業政策の骨子は以下である。




③ 高級車(4万5,000ドル以上)に 対 する売上税率30～50%の段階的適
用を一律30%に簡素化する。
以上 の政策の うち,関 税率の年2.5%引き下 げは,現 地生産 のメ リッ トを
薄める事にな り,日産 自動車の撤退 に代表 されるようにオース トラ リアの自
動車製造 メーカーのみならず,自 動車部品メーカーに対 しても深刻な打撃 を
与 える恐れがある。オース トラリアの自動車産業 は,こ れか ら国内,海 外 メ
ーカ0と の厳 しい競争の中で生 き残 りをかけた戦いが続 く'と予想 され
る。
第3章 オ ースFラ リアの小売 り産業
1.オ ース トラ リアの小売 り産業の歴史
1950年代 の終 わ りか ら,オ ース トラ リアのスーパ ーマー ケ ッ ト産業 は急速
に発展 した。60年代 や70年代初頭 にか けて郊 外型 シ ョッピングセ ンターが多
く作 られ た。1970年代 初頭 に は,デ ィスカ ウン ト ・ス トアーが登場 した。80
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年代 には,ス ーパーマー ケ ッ ト同志 の競争が激化 し,規 模 の経済や競争優 位
のため,合 併 や買収 が盛 ん に行 われた。 その結果,1988年には,オ ース トラ
リアの食料雑貨販 売産 業 の86%を7つ の主要 スーパーマー ケ ッ トと問屋 グル
ー プで支配 してい る状況 となってい る。
オース トラ リアのスーパーマー ケ ッ ト産業 は,現 在成熟期 となってお り,
市場細分 化戦 略が必 要 とされ,価 格 よ りむ しろ高 品質や消費者 サー ビスに重
点 を置 くア ップ ・マーケ ッ トを主体 とす るスーパーマー ケ ッ トと,低 価格 に
重点 を置 くデ ィスカウン トスーパーマー ケ ッ トとの分化が進 んで きている。
2.売 上 高 と マ ー ケ ッ ト ・シ ェ ア
オ ー ス トラ リ ア 統 計 局 に よ る とs食 品 雑 貨,菓 子,た ば こ の1987年一88年
期 の オ ・一 ス ト ラ リ ア で の 小 売 り総 売 り上 げ 高 は,1,915.2億ドル で あ っ た と
報 告 し て い る。 この 数 字 は,オ ー ス トラ リ ア の 個 人 消 費 の 約12%に あ た る 。
1988年に は,4つ の 主 要 な ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト と,3つ の 主 要 な 問 屋 が 存 在
し て い る。 こ れ ら の 企 業 で,88年 に お け る オ ー ス トラ リ ア の た ば こ,食 品 雑
貨,菓 子 の 総 売 り上 げ の 約86%を も 占 め て い る 。 こ の 数 字 に は,多 少 ダ ブ ル
カ ウ ン テ ィ ン グ が 含 まれ て い る と予 想 され て い る が,こ の 数 字 は,こ の 産 業
の 高 度 な 集 中 化 を示 し て い る。
オ ー ス トラ リア の 主 要 な ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト企 業 と し て,コ ー ル ズ ・メ イ
ヤ_(ColesMyer),ウ ー ル ワ ー ス(Woolworths),フラ ン ク リ ン(Fran-
klin),ジュ ウ エ ル(Jewel)が あ る 。 主 要 な 問 屋 と して ・ デ ビ ッ ト'ホ ー ル
デ ィ ン グ(DavidHolding),クイ ー ズ ラ ン ド ・イ ン デ ペ ン デ ン ト 。フ ォ ワ
イ ル セ ラ 一ー(QueenslandIndependentWholesaler二QIW)・コ ン ポ ジ ツ
ト ・バ イ ヤ ー(CompositeBuyer)があ る 。 ま た,主 要 な コ ン ビニ ス トア と
し て,サ ウ ス ラ ン ド ・コ ー ポ レ ー シ ョ ン(SouthlandCorporation)の7一
イ レ ブ ン(7‐Eleven),デビ ツ ト ・ホ ー ル デ ィ ン(DavidsHolding)のフ
ー ド ・プ ラ ス(FoodPlus)が あ る。
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3.オ ー ス トラ リ ア の 主 要 な ス ー パ ー マ_ケ ッ トチ3)
(1)ウール ・ワー ス社(WoolworthsLtd)
ウ ー ル ・ワ ー ス社 は,1988年現 在,オ ー ス トラ リア で 最 も大 き な 食 品 小 売
ス トア ー で あ る。1924年,こ の 会 社 は ,シ ドニ ー で バ ラ エ テ ィー ・ス トア ー
と して 創 業 し た 。1950年代 ま で }こ の会 社 は,個 人 商 品 や ホ ー ム 商 品 を 中 心
と して 商 売 を行 っ て い た 。1950年代 終 わ りに ,ウ ー ル ・ワ ー ス社 はニ ュ ー.
サ ウ ス ウ ェ ー ル ズ 州 で,食 品 小 売 部 門 に参 入 し た 。1960年に は,食 品 小 売 部
門 の 拡 大 の た め に,フ レ ミ ン グ ・ フ ー ド ス ト ア ー 社(FlemingFoods
St・re)とマ ク イ リ ワ ラ イ ス ・ホ ー ル デ ィ ン グ 社(McIlwraithsH。ldings)
の 買 収 を 行 っ た 。 ま た,同 年,女 性 ア パ レ ル 小 売 企 業 ロ ッ ク ス マ ン ・ス トア
ー 社(RockmanStore)を 買 収 し た
。
ウ ー ル ・ワ ー ス 社 は,1960年代 ・70年代 を 通 し て ,徐 々 にバ ラ エ テ ィ ー サ
ー ビス ス タ イ ル か ら
,セ ル フ サ ー ビ ス ス タ イ ル に小 売 形 態 の型 を 変 え て い っ
た 。
ウ ー ル ・ワ ー ス 社 は,1929年ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド に 進 出 し
,ウ ー ル ・ワ ー
ス ・ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド社 を 設 立 し て,株 式 の40%を 保 有 し た
。 こ の株 式 は,
ウ ー ル ・ワ ー ス 社 が16.3%の株 式 を保 有 す る ナ サ ン社(LD .Nathan,Co)
に徐 々 に 売 却 され た 。
ウ0ル ・ワ0ス 社 は,1980年代 初 頭,多 角 化 戦 略 を行 っ た。1981年に,デ
ィ ッ ク 。ス ミス 社(DicksmithElectronic:DSE)を買 収 し た 。 デ ィ ッ ク.
ス ミス社 は,当 時,13の 店 舗 を持 ち,主 に電 気 機 器 や パ ー ツ を扱 っ て い た
。
1988年ま で に,デ ィ ッ ク ・ス ミス ・チ ェ ー ン店 は,オ ー ス トラ リ ア とニ ュー
ジ ー ラ ン ドに68店舗 持 つ ま で に拡 大 し た 。
ウ ー ル ・ワ ー ス 社 の 歴 史 で 最 も重 要 な 買 収 は ,1985年当 時,リ ー デ ィ ン グ
ス ー パ ー マ ー ケ ッ トで あ っ た セ ー フ ウ ェ イ ・ス トア ー(SafewayStores)
の 買 収 で あ る。1987年の 終 わ り ま で に,セ ー フ ウ ェ イ とウ ー ル ワ ー ス の 店 舗
の ネ ッ トワ ー ク は,458店 の ス0パ ー マ ー ケ ッ ト,194の食 料 品 ス トア_一,58
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の デ ィ ス カ ウ ン ト ・ス トア ー,84の バ ラ エ テ ィー ・ス トア ー で あ る 。
1988年の ウ ー ル ・ワ ー ス 社 の 主 要 な 株 式 は,イ ン ダ ス トリ ア ル ・イ キ ュ イ
テ ィ_社(lndustrialEguityLtd)が40%,AMPソ サ エ テ ィ ー(AMP
Society)が11%を占有 し て い る。
図 表4は,ウ ー ル ・ワ ー ス 社 の1985年か ら88年 ま で の 企 業 業 績 の 推 移 を示
し て い る。
(2)コー ル ズ ・メイ ヤ ー社(ColesMyerLtd)
コ_ル ズ.メ イ ヤ ー 社(ColesMyerLtd)は,1988年 現 在 ・ オ ー ス ト ラ
リア で 第2位 の 食 品 小 売 企 業 で あ り,第1位 の一 般 小 売 企 業 で あ る 。
コ_ル ズ.メ イ ヤ ー 社 は,G.J.コ ー ル ズ(G.J.Coles)に よ りバ ラ エ テ
ィ ー ・ス トア ー と して 創 業 さ れ た 。1950年代,60年 代,コ ー ル ズ社 は,積 極
的 に 買 収 を行 い,小 売 企 業 と し て 急 速 に拡 大 し た 。 コ ー ル ズ 社 は,買 収 に よ
りす べ て の 州 で 店 舗 を持 つ こ と に な り,小 売 企 業 と し て の 地 位 を確 立 し た 。
1968年,コー ル ズ社 は,ア メ リカ のKマ ー ト社(KMartCorporation)
が50%出 資 し,ジ ョ イ ン トベ ン チ ャ ー の 型 で,オ ー ス トラ リア にKマ ー トデ
ィ ス カ ウ ン ト ・ス トア ー(K.MartDiscountStore)を設 立 し た 。
1960年代,70年 代,コ ー ル ズ社 は,セ ル フ サ ー ビ ス タ イ プ の 店 舗 形 態 の 運
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営 を始 め,従 来 のバ ラエ テ ィー タイ プか らセル フサー ビスタイプ に転換 して
いった。 また,食 品 の取 り扱 い範 囲 を拡 げ,冷 凍 商品,フ レッシュフルー ツ,
野菜,肉 を も取 り扱 うよ うになった。 さ らに,独 自ブラン ドの商品 を も開発
した。 コールズ社 の ブラン ドとして,食 品 ブラ ン ドとしてのFarmland,家
庭 用品 ブラ ン ドとしてのEmbassyがある。
1985年7月,コールズ社 は,オ ース トラ リアの巨大 なデパー トや スーパ ー
グループであ るメイヤー社(MyerEmporium)を9億豪 ドルで買収 に成 功
した。買収 後,コ ール ズ ・メイヤ0社(ColesMyerLtd)としてオ ース ト
ラ リア最大 のデパー トとスーパ ーマー ケ ッ トグルー プ企業 となった。
コ0ル ズ ・メイヤー社 は,1980年代 中頃 よ りデ ィスカ ウン ト ・スーパ ーの
事業 を拡大 す る戦略 を とった。 その一環 として,1987年,南オ0ス トラ リア
州 を本拠地 とす るBI-LOデ ィスカ ウン ト・スーパ0 ,チ ェー ン(25店舗)
を買 収 し た。 ま た,1988年に は}ニ ュ ー サ ウ ス ウ エ ル ズ州 の シ ョ イ ズ
(Shoeys'discountsupermarket)の40店舗 を買収 した。
コールズ ・メイヤー は,国 際化 展開 も積極的 であ る。1988年,ニュー ジー
ラン ドのプログ レシブ ・エ ンタープ ライズ社(ProgressiveEnterprise)を












































ジ ー ラ ン ドで27の ス ー パ 一ー,3つ の デ ィ ス カ ウ ン ト ・ス トア ー,7つ の フ ァ
ミ リ ー レ ス トラ ン を持 っ た ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドの 大 手 小 売 企 業 グ ル ー プ で あ っ
た 。
図 表5は,コ ー ル ズ ・メ イ ヤ ー社 の1985年か ら88年 まで の 業 績 の 推 移 を 示
し て い る。 コー ル ズ ・メ イ ヤ ー の 利 益 は,順 調 に拡 大 し て い る。
部 門 別 の 売 り上 げ 高 を み る と,食 品 ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト部 門 と酒 類 販 売 部
門 の 売 り上 げ は,全 売 り上 げ 高 の36.9%を 占 め て い る。 ま た,税 引 前 の利 益
を 見 る と,上 記 の2部 門 で42.6%を占 め て い る。
1988年,コ ー ル ズ ・メ イ ヤ ー 社 の 店 舗 数 を 見 る と,1,605の独 立 店 舗 と,
コ.__..ルズ ・ニ ュ ー ワ ー ル ド ・ス ー パ ー 内 に あ る リ キ ュ ー ル ラ ン ド ・ス トア ー
の よ う な イ ン ス トア ー 店 舗 が559ある。
コ ー ル ズ ・メ イ ヤ ー 社 の 主 要 な ス トア ー チ ェ ー ン は以 下 で あ る 。346店舗
を も つColesNewWorldSupermarket。82店 舗 を もつBI-LOShoe's
DiscountSupermarket。12店舗 を も つFoodmarket。33店舗 を もつSuper
K.MartHypermarket。77店舗 を もつTargetDiscountStore。99店舗 を も
っKMartDiscountStore。236店舗 を もつColesFosseysDiscountStores。
38店舗 を もっMyerDepartmentStore。43店舗 を も つGraceBrosDepart-
mentStored
1988年の 時 点 で の 主 要 な 株 主 は以 下 で あ る。K.MartCorporation(USA)
が27%,BarclayInvestments(メイ ヤ ー フ ァ ミ リ 一ー)がX1.3%・Westfield
が10.1%,Voyager(SolomonLew)が9.6%,AMPが42%で あ る 。1987年
11月,コ ー ル ズ ・メ イ ヤ ー 社 は,英 国 の ロ ン ド ン株 式 市 場 に 上 場 され た 。
お わ り に
本稿で は,オ ース トラ リアの産業,特 に農業,鉱 業,製 造業,小 売業 を中
心 として論 じて きた。 オース トラ リアの産業 は,農 業,畜 産業,羊 牧業,鉱
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業 といった1次 産業 の国際的競争力 は高いが,製 造業の国際競争力 は低い と
いう特徴がある。オース トラ リアでは,1次 産業 に依存 した不安定な経済構
造を変革 し,オ ース トラリア経済の国際競争力の向上 をめざす政策 に関 して
多 くの議論がなされている。その議論の方向 としては,以 下のように要約 さ
れるであろう。
第1は,工 業製品輸出の一層の拡大である。従来,オ ース トラリアの製造
業 は,内 需中心で,輸 出の比重 は極 めて低 い。 この原因 は,オ ース トラリア
の製造業は国際競争力が弱 く,外資系企業が製造業 の中に占める割合が高い
ためである。オース トラリア特有の優位性 を生か した工業製品を開発 し,輸
出する戦略 をとることにより,製造業 の国際競争力 を向上 させる必要がある。
輸出企業の育成が重要な政策 として議論 されている。
第2は,第3次 産業,特 に観光関連産業の育成 ・強化である。オース トラ
リアの観光資源 は,世 界的に見ても極 めてす ぐれた ものを持 っている。オー
ス トラ リアの自然 は,ま だ未知な もの も多 く,魅 力的である。現在 も,オ ー
ス トラリアは,世 界か ら多 くの観光客 を受 け入れ,そ の収入 はオース トラリ
アのGDPの 約1割 に達すると推定 されている。観光関連産業 は,オ.__...スト
ラ リアの最 も将来性のある有望な産業であると言われている。 リゾー ト開発,
ホテル建設,観 光施設の整備等,観 光立国へのよ り一層の志向性が議論 され
ている。
第3は,従 来,ほ とん ど未加工で輸 出されていた一次産品を,加 工 して輸
出することにより,付加価値 を高める戦略である。例 えば,羊 毛 を原料 とし
たアパ レル製品,加 工畜産物,ワ イン,ビ ール,ア ル ミ精錬等,オ ース トラ
リアの原料の優位性 を生か した産業の育成である。
1
第4は,オ ース トラ リア産業 の国際競争力 を弱めた原因 として指摘 されて
いる労使関係を改革 しようとする動 きである。従来の中央による強制仲裁制
度 による労使関係か ら,企 業での労使の個別交渉 による労使関係への変革で




会社,カ ンタス航空 とオース トラ リアン航空が合併 し,民 営化された。国営
銀行 コモンウェルス銀行 も,民 営化が計画 されてお りi国営電信 ・電話会社
であるテレコム ・オース トラリアも民営化 に関する議論が行われている。
オース トラリアでは,以 上のような産業政策に関す る論議がさかんに行わ
れているが,ま だ具体的成果には乏 しい。現在,連 邦 レベルでは労働党が政
権 を担っているが,保 守連合が政権 を奪取する政治状況 になれば,従 来の産
業政策が ドラスティックに変化する可能性がある。 ここ数年間は,政 治 との
か らみでオース トラ リアの産業政策について,注 意深 く見つめる必要があろ
う 。
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1)第1章 は,以 下 の 文 献 に 多 く を 負 っ て い る。
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840
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